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は じ め に 

 

広島市では、都市化や高度経済成長による急激な人口増加と宅地需要の高まりに伴って、デルタ

部郊外の丘陵部を中心に、戸建て住宅が建ち並ぶ住宅団地が数多く開発されました。 

こうした住宅団地の多くは、かつて山林等であった場所が開発され、まちづくりが計画的に行わ

れているため、住宅の区画、道路の配置、公園・広場の整備、街並み・景観など、居住地として良

好な環境を有しています。 

その一方で、住宅団地には完成から３０～４０年以上経過しているものも多く、人口減少や高齢

化が一斉に進行しており、それに伴う交通環境や買い物環境等の生活利便性の低下、地域活動の衰

退等によるコミュニティの希薄化など様々な問題が顕著に現れています。 

そうした状況においても、６割以上の方が住み慣れた住宅団地に「住み続けたい」と思っておら

れることからも（平成２５年度団地住民等意識調査結果）、住み続けることができるまちづくりを

進めていく必要があります。 

このため、有識者、団地住民、交通・住宅など各分野の関係事業者により構成する「住宅団地活性化

研究会」を設置し、住宅団地活性化の総合的な対策について様々な議論・検討を重ねてきました。 

本書は研究会での議論を踏まえ、「住み続けられるまちづくり」、「多様な世代が集うコミュニテ

ィの再生」を目指した市の方針を示すものです。 

今後、本書に掲げた施策を基本に、地域住民、地域団体、事業者、行政の連携の下、住宅団地の

活性化を着実に進めてまいります。 
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まちづくりのルール 

 住宅団地の中には、住民の合意により、建築物の敷

地面積や柵の構造・高さなどについて制限を設けるな

ど、それぞれの地区における独自のまちづくりのルー

ルを定めた「地区計画」や「建築協定」により、街並

み・景観の維持等の取組を行っているところもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路整備 

多くの団地において、団地内の道路は離合が十分可能な５～６ｍ以上の幅員が確保されており、幹線道路に

至るまで、体系的な道路網が計画的に配置されている。団地によっては、安全やプライバシーに配慮し、その街

区の居住者のみが使用するように道路が袋小路の形状になっているところもある。 

また、道路の曲がり角を通りやすくするために宅地の区画の角を切っている隅切りや、雨水などを有効に排水

するために必要な側溝も設けられている。 

 

 

団地内の勾配 

 団地の多くは山肌に沿って開発されているため、団地内道路や団地に通じる道路に坂が多い。こうした坂道

は、若年層にはそれほど負担にはならないが、特に車を運転しなくなった高齢者には、団地内の移動さえも大き

な負担となり、交通弱者や買い物弱者になりやすいと考えられる。 

 

 

公園・緑地等整備 

開発を行う場合には、都市計画法等により、原則と

して開発面積の一定以上を公園・緑地等として確保す

るとともに、必要に応じて公園の種別に適合する公園

施設などを設けることとされている。 

団地住民を対象に行った意識調査においても、５割

以上が「公園・広場の整備状況」に満足している（不

満は１割未満）。 

 

１ 

１ 広島市の住宅団地の概要 

(1) 居住環境 

本市では、昭和４０～５０年代を中心に、デルタ部郊外に戸建て住宅が建ち並ぶ住宅団地（※）が数多く開

発された。 

＜住宅団地の規模別、年代別の開発状況＞ 

区 分 
中規模 

（5～20ha未満） 
大規模 

（20ha以上） 計 

昭和40年代以前 ６８ ８ ７６ 

昭和50年代 ２４ ２４ ４８ 

昭和60年代以降 ２３ ２０ ４３ 

不 明 ２ ０ ２ 

計 １１７ ５２ １６９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅団地の多くは、都市計画法の開発許可制度等

に基づいて整備が行われており、住宅の区画、道路

の配置、公園・広場の整備、街並み・景観など、居

住地として良好な環境を有している。 

こうした住宅団地は、かつて山林等であった丘陵

部を開発したものが多く、高台に位置するため、団

地内道路や団地に通じる道路に坂が多い。このた

め、団地名称の多くに「丘」、「台」、「ハイツ」、「ヒ

ル」といった高所を意味する言葉が使われており

（169団地中89団地）、住宅団地が高所にあるこ

とが名称にも現れている。 

 

 

  住まい 

   多くの団地が良好な住環境を守るため、都市計画法において低層住宅の建築促進を目的とした第一種低層住宅

専用地域に指定されている。このため、２階建ての戸建て住宅が中心となり、住宅の広さや日当たりの条件が良

い。団地住民を対象に行った意識調査においても、６割以上が現在の住宅に満足しており、項目別では「日当た

り・風通し」、「敷地の広さ」、「駐車スペース」、「住宅の広さや間取り」などの満足度が特に高い。 

   その一方で、建築から３０～４０年が経過しているものも多く、住宅の老朽化が進んでいる。 

住宅のほとんどは持ち家であり、意識調査では将来的に不安なことの一つとして「住宅の老朽化」（４割以上）

が挙がっている。 

 

※ 上記の表における「住宅団地」とは、住宅を集積させることを主な目的として開発された地域で、「広島市

開発動向図」等により区域が特定できる開発面積が５ヘクタール以上のもの（平成２５年度末時点で開発が

完了しているもの）であり、その数は１６９になる。（付録２「広島市の住宅団地の一覧」参照。この中には、

都市計画法の開発許可制度等が整備される前に開発された団地もある。） 

  本書では原則としてこれらの団地を対象に調査・研究等を行った。 

【地区計画】（19団地で策定） 

  市町村が住民等の意見を反映して策定する計画であ

り、良好な都市環境の形成を図るため、道路、公園など

の施設の配置や建築物の建て方などを地区の特性に応じ

て定める。 
 

【建築協定】（８団地で締結） 

  土地所有者等同士による建築物の基準に関する協定で

あり、住宅地としての環境を高度に維持管理することな

どを目的として、区域内における建築物の敷地、位置、

構造、用途、建築設備等に関する基準を定める。 
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生活サービス機能 

特に大規模団地には、団地内にスーパー、銀行、郵便局、小・中学校、公民館、バス路線などの生活サービス

機能が一通り揃っており、利便性が高い。 

こうした生活サービス機能は、団地が完成し、人口が増加する際に整備等が進むが、人口がピークを迎えた後、

利用者の減少等による規模の縮小や廃止が見られる。 

また、団地内には福祉医療関係の施設が少ないなど、高齢化の進行による人口構成の変化にも十分対応して

いるとは言えず、生活する上での地域住民の不安の原因にもなっている。 
 

 

公共交通 

 利用される主な公共交通機関はバスである。ほとん

どの団地において、団地内道路又は団地に隣接する道

路にバス路線が通っているものの（169 団地中 147

団地）、団地人口がピークを迎えた後の人口減少や高齢

化の進行により、通学者や通勤者が減少し、バスの便

数が減少する傾向にある。 

なお、公共交通サービスが行き届いていない地域等

の一部では、地域住民が主体となって生活交通を確保

しようとする取組として乗合タクシー等を導入してい

るところもある。 
 

 

地域コミュニティ 

 団地の町内会加入率は比較的高いが、近年減少傾向にある。また、高齢化の進行により、高齢者の脱退も進ん

でおり、今後の地域コミュニティの維持が課題となっている。 

＜参考：広島市全体の町内会加入率の推移＞ 

H21 H22 H23 H24 H25 

66.4% 65.6% 64.9% 64.0% 63.3% 
 

 

空き家・空き地 

 団地完成後の年数の経過に伴い、どこの団地にも少なからず空き家が発生している。また、空き家だけでなく、

完成から数十年が経過しているにもかかわらず、空き地が目立つ団地も見られる。 

 こうした空き家・空き地の中には、資産保有等の観点から所有者が売却や賃貸に出さないケースも見られ、今

後、適正に管理されない空き家・空き地が増加すれば、団地の景観の悪化、防犯力の低下、団地の荒廃につなが

るおそれがある。 

なお、空き家を解体することで土地に係る固定資産税の特例措置の適用がなくなり、所有者の負担が増えるこ

とも空き家の解体が進まない一因になっていると考えられる。 
  

 

 

安全・防災対策等 

 開発を行う場合には、都市計画法等に基づき、地盤

の状況などに応じて、地盤の改良、のり面の保護、擁

壁又は排水施設等の設置など、必要な安全・防災対策

を講じることとされている。 

また、開発区域の地形や降水量等から想定される雨

水・汚水を有効に排出できる排水施設（水路等）を設

置するとともに、必要に応じて開発区域内に一時雨水

を貯留する調整池を設置することとされている。 

 ほとんどの団地は高台に位置するため、洪水や津波

による被害は想定されないが、山裾に近いところが多

いため、団地の一部が土砂災害警戒区域や急傾斜地崩

壊危険箇所等に指定されているところもある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：広島市の住宅団地の空き家率：６．２％ 
 
※空き家率は、住民意識調査を行った２４団地について、住宅地図におい

て氏名の表示がないものを空き家とみなして、その割合を算出したもの。 

 

 

  

平成26年8月20日の豪雨により発生した土砂災害は、本市の安佐南区及び安佐北区において74名もの

犠牲者を伴う甚大な被害をもたらした。土石流・がけ崩れの発生により、特に山裾近くの住宅地が大きな被害

を受けた。これらの地区のうち、安佐南区八木地区及び安佐北区可部東地区においては、住宅団地が含まれて

いる。 
 

(1) 安佐南区八木地区 

   「八木が丘団地」（犠牲者10名）及び「阿武の里団地」（犠牲者4名）において大きな被害が出た。こ

れらの団地は、それぞれ昭和40年、38年頃に完成している（登記簿確認による）。都市計画法の開発許

可制度といった宅地開発に関する法整備の前に開発されたものであり、道路の幅員が狭く、隅切りや側溝

もほとんど設けられていない。 

   このような法整備前に開発された小規模

な団地は、他の地域にも数多くある。 
 

(2) 安佐北区可部東地区 

   「新建団地」（犠牲者3名：救助活動中の

消防隊員1名含む。）において大きな被害が

出た。当団地は、昭和45年に完成した大規

模な団地であるが、上記と同様に法整備前に

開発されたものである。 
 
※各団地の犠牲者数は新聞報道による数字 

※国土地理院撮影 

安佐南区八木地区の住宅団地の被災状況 

阿武の里団地 
八木が丘団地 

八木四丁目 

＜８・２０豪雨災害において被災した住宅団地＞ 

２ 
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  左下のグラフは、昭和５０年代に開発された広島市のある大規模な住宅団地の人口及び高齢化率の将来推計

を示したものである。右下のグラフは、国立社会保障・人口問題研究所による広島市の人口及び高齢化率の将

来推計を示したものである。 

どちらも人口はピークを迎えた後に継続して減少し、高齢化率は上昇しているが、住宅団地のグラフは市全

体のものに比べて、人口は急激に減少し、高齢化率は急激に上昇していることが分かる。 

  住宅団地では、人口減少及び高齢化に伴う交通環境や買い物環境等の利便性の低下、地域活動の衰退等によ

るコミュニティの希薄化など様々な課題が顕著に現れており、こうした課題は、将来、他の地域に先行して深

刻化するおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：全国、広島市、Ａ団地の人口推計） 

 2010年 2040年 増減率 

全国 1億2,806万人 1億723万人 ▲16.3％ 

広島市 117万人 109万人 ▲6.9％ 

Ａ団地 81.7 46.7 ▲42.8％ 

          ※Ａ団地の数字は、ピーク時人口（1990年（平成２年））を100とした場合の比率 

 

（参考：全国、広島市、Ａ団地の高齢化率推計） 

 2010年 2040年 増減 

全国 23.1％ 36.1％ ＋13.0ポイント 

広島市 20.0％ 34.8％ ＋14.8ポイント 

Ａ団地 24.6％ 46.1％ ＋21.5ポイント 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 人口・高齢化率 

住宅団地は、完成に伴い、３０～４０歳代の子育て世帯が一斉に入居することから、高齢化が一斉に進行

する。 

 

下の図は、広島市の住宅団地の完成年別の高齢化率（65歳以上の人口の割合）の状況を表したものであり、

昭和５０年代以前に完成した団地（124 団地）では、約８割の団地（97 団地）が、広島市の高齢化率     

（２０．８％）を超えており、中には４０％を超えているものもある。 

３ 

(2010 年) 

2010年の高齢化率 
2０.0％ 

※実線が実績、点線が将来推計であり、人口は最も多いと推
計されている国勢調査年（平成２７年）を１００とした場合の
人口比率を表している。 

   
※将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値 

住宅団地の完成年別の高齢化率の状況 
（％） 

Ａ団地の人口・高齢化率の将来推計 広島市の人口・高齢化率の将来推計 

34.8％ 
（2010年比 

14.8ポイント増） 

(2040 年) 

※広島市の住宅団地の高齢化率を、住宅団地の完成年別に表したもの。 

※網掛けの部分は昭和５０年代以前に完成し、市全体の高齢化率を超えてい

る住宅団地を表している。 

※実線が実績、点線が将来推計であり、人口は最も多かった
国勢調査年（平成２年）を１００とした場合の人口比率を表し
ている。 

   
※将来推計は、５年に１回実施される国勢調査結果を基に５
歳階級別人口の変化率（コーホート変化率）により行って
いる。 

2010年の人口 
約117万人 

人口のピーク 
約119万人 

約109万人 
（2010年比 
約8万人減、 
６．９％減） 

広島市高齢化率20.8％ 
（平成24年9月末時点） 

(2010 年) (2040 年) 



 

 

 

 

 

 

 

● Ｄ 

広島市の住宅団地の分布及び高齢化率の状況 

＜凡例：高齢化率＞               （％） 

 ４０以上～ 

 ３０以上 ～ ４０未満 

 ２０以上 ～ ３０未満 

 ～ ２０未満 

 ※住宅団地を含む町丁目のエリアでの高齢

化率を示す。 

＜凡例＞ 

       ＪＲ線 

       広島電鉄線 

       アストラムライン 

       主要道路 

４ 

◎ 

ＪＲ広島駅 

杉並台団地 

魚切ハイツ 
ハーブヒルズ 

薬師が丘団地 

イトーピア 
五日市藤の木 

ピアステージ彩が丘 
西風新都広島ライセンス 

パーク杜の街 

美鈴が丘団地 利松第一 

荒蒔団地 

五月が丘団地 

小己斐新開 

東観音台団地 

八幡が丘団地 

月見台団地 

緑ヶ丘団地 

中央第一 
駅前第一 

新宮苑 

昭和台 

美鈴園団地 

城山 

折出団地 
日の木団地 井口台 

パークタウン 

鈴が峰団地 

古江 

阿瀬波団地 

観音台団地 

古江西 

西部臨海５工区 

西部臨海２工区 

西部臨海１工区 

鈴が台団地 

山田団地 

田方ヶ丘 

古田台ヒルズ 
古江の丘 

己斐もみじヶ丘 

古江東町 

ふじハイツ 
明山台団地 

安佐グリーンランド 

安佐ニュータウン星が丘 

譲羽団地 

インターハイツ森城 

広電己斐団地 

大和台団地 

観音原団地 

緑ヶ丘団地 

己斐緑ヶ丘団地 

伴ハイツ 

A・CITYアベニュー花の季台 

下城ハイツ 

グリーンヒル大原 

藤興園団地 

くすの木台団地 
南が丘団地 

日生団地 

コープタウンあさひが丘 

瀬戸内ニューハイツ 

若葉台 

イトーピア 
長楽寺 

ふじが丘団地 

瀬戸内苑団地 

瀬戸内沼田ハイツ 

国迫団地 

平和台団地 

サンハイツ緑ヶ丘 

サンハイツ光ヶ丘 

向ヶ丘団地 

高取第二団地 

高取第一団地 

大迫団地 

三菱沼田団地 
大原台団地 

安古市東亜ハイツ 
豊松園団地 

あさおか台団地 

大町富士団地 

花みずき台 

松ヶ丘団地 

武田山団地 

三滝観音台 

緑井 

毘沙門台団地 

弘億団地 

中央グリーンハイツ 別所団地 
細田山団地 

中八木 

日生己斐東 
住宅団地 

広島ハイツ 

己斐イトーピア 

高須台パークタウン 

三滝本町 

新祇園東亜ハイツ 

第一東亜ハイツ 

第二祇園ヶ丘団地 

西原 

桜ヶ丘団地 

戸坂住宅団地 

香里園 

早稲田団地 

百田団地 

鈴が丘団地 

東浄団地 やすらぎが丘団地 

ひばりヶ丘団地 

清風台 
中山町南山 

ホーメスト 
広島中山台 

東園団地 

サンヒルズ中山 

ライブヒルズ未来 

光が丘団地 

東山 

杉山団地 

丹那ハイツ 

丹那 

仁保団地 ニュー旭ヶ丘 

アメニティタウン 
仁保南 

向洋ニュータウン洋光台 

月ヶ丘団地 

大磯団地 

安芸矢野ニュータウン 

五月台団地 

望が丘団地 

瀬野みつぎ団地 

スカイレールタウン 
瀬野みどり坂 

瀬野川団地 

鏡ヶ丘団地 

ふじビレッジ 

可部グリーンライフ 

可部勝木台 

平和台団地 
福王寺団地 

希望が丘 

虹山団地 

桐陽台 

新建団地 

可部第一東亜ハイツ 

可部第二東亜ハイツ 

高陽ニュータウンＡ１住区 
高陽ニュータウンＡ２住区 

高陽ニュータウンＢ住区 

高陽深川台 

高陽ニュータウンＣ住区 

諸木団地 

高陽第一 

高陽台 
ハイライフ高陽 

翠光台団地 

はすが丘団地 

城ヶ丘団地 

矢口が丘 
城ヶ丘団地 

城ヶ丘第二団地 

馬木ハイツ 

ふじランド 

五月ヶ丘団地 



第１章 住宅団地の現状 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団地の誕生 成長期 活性期 
成熟期 

初期 後期 中期 

２ 住宅団地の完成からの年数の経過に見られる特徴 

住宅団地の多くは、開発により「誕生」し、３０～４０歳代の子育て世帯を中心に入居が進み、人口・世帯数が右肩上がりに増加する「成長期」に入る。それに伴い、

バス路線の開通、商業施設の開業、公共施設の整備などが進み、人口がピークとなる頃に「活性期」を迎える。そして、活性期がしばらく続いた後、人口減少や高齢化率

の上昇等により、様々な課題が発生する「成熟期」に突入していく。 

こうした状況は、発生時期の早い遅いはあるものの、ほとんどの団地に見られ、次のとおり、団地の誕生から成熟までの人口・高齢化率の推移により住宅団地の半生を

イメージすると、それぞれの時期における特徴が見られる。 

 

 

 
◆成長期 
 ３０～４０歳代の子育て世帯を中心に入居が進み、人

口・世帯数が右肩上がりに増加し、子どもを通じて新た

なコミュニティが生まれる。 

また、人口・世帯数の増加に伴い、バス路線の開

通、商業施設の開業、公共施設の整備などが進む。 

 

   

◆活性期 
 人口のピークを迎えた後、子ども世代の進学・就

職による団地からの転出等により、人口は徐々に減

少し、高齢化率も徐々に上昇していくものの、まだ

現役世代が多い。 

 通学・通勤者等も多いため、バス路線、商業施設の

利用者も多く、バス路線等はそのまま維持される。  

    

 

◆成熟期（初期） 
 住宅を購入した親世代が一斉に高齢化し、高齢化

率が急速に上昇するものの、まだまだ元気な高齢者

が多い。 

 一方で、子ども世代の減少により、子どもを対象

としたイベントが減少するなど、コミュニティが希

薄化するおそれがある。 

 また、子ども世代の転出、親世代の定年退職等に

より通学・通勤者が減少し、バスの便数が減少する

おそれがある。  

 

     

◆成熟期（中期） 
 親世代が平均寿命年齢を超えつつあり、人口減少

が進む一方で、高齢化率の上昇が緩やかになる。 

 高齢化により車を運転できない者が増加し、交通

弱者や買い物弱者が増加するおそれがある。   

また、人口減少により、商業施設の縮小、バス便

のさらなる減少が進むおそれがある。 

その他、人口減少や高齢化等により地域活動の参

加者の減少や役員のなり手不足が大きな問題になる

おそれがある。 

  

  

◆成熟期（後期） 
 さらなる人口減少により、商業施設が撤退し、バ

ス路線が廃止されるなど生活利便性が著しく低下す

るおそれがある。 

 また、人口減少及び役員の超高齢化により、地域

団体の活動やコミュニティの維持が難しくなるおそ

れがある。 

 

住宅団地の各時期の状況 

団地の

誕生 

30～40 歳代の
子育て世帯を中
心に入居が進み、
人口・世帯数が増
加する。 

人口増加に伴い、バ
ス路線の開通、商業施
設の開業、公共施設の
整備などが進む。 

子ども世代が進学・
就職により、団地から
転出し、人口減少が
始まる。 

親世代の一部の
高齢化が始まり、高
齢化率が徐々に上
昇する。 

子ども世代の転
出、親世代の退職等
により、通学・通勤
者が減少し、バスの
便数が減少するお
それがある。 

親世代が一斉に高
齢化し、高齢化率が
急速に上昇する。 

親世代が平均寿命年齢を超
えつつあり、人口減少が進む
一方で、高齢化率の上昇が緩
やかになる。 
また、空き家の発生が本格化

するおそれがある。 

人口減少により、
商業施設が撤退し、
バス路線が廃止され
るなど生活利便性が
著しく低下するおそ
れがある。 
また、人口減少及

び役員の超高齢化に
より、地域団体の活
動が難しくなるおそれ
がある。 

 

人口減少による商
業施設の縮小に加え、
高齢化により車を運
転できない者が増加
し、交通弱者や買い物
弱者が増加するおそ
れがある。 
また、生活支援や見

守りを必要とする単身
高齢者が増加するお
それがある。 

人口の

ピーク 

人
口
比
率
（
ピ
ー
ク
を
１
０
０
と
し
た
場
合
の
比
率
） 

高
齢
化
率
（
６
５
歳
以
上
の
割
合
） 

５ 

住宅団地の誕生から成熟まで ～半生のイメージ～ 

※ 上記グラフの人口比率は、団地住民を対象に意識調査を行った２４団地（付録２「広島市の住宅団地の一覧」参照）について、各団地の「国勢調査結果の

人口のピークを１００とした場合の人口比率」を５年ごとに算出し、それらを平均したもの。また、高齢化率は２４団地の高齢化率を平均したもの。 

※ ２４団地の完成からの経過年数は様々であり、最長のものでも５０年程度であるため、その先の人口・高齢化率については、５年に１回実施される国勢調

査結果を基に５歳階級別人口の変化率（コーホート変化率）より推計している。 
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成長期（人口ピーク） 

※ 上記の各時期における人口構成は、団地住民を対象に意識調査を行った２４団地の人口集計を基に、「完成から１５年後
（人口ピーク）」の中の「人口が最も多い年代（４５～４９歳）の人口」を１００とした場合の比率により表わしている。 

90歳～ 

80歳～ 

70歳～ 

60歳～ 

50歳～ 

40歳～ 

30歳～ 

20歳～ 

10歳～ 

0歳～ 

活性期 
成熟期 

初期 後期 中期 

（％） 

（％） 

90歳～ 

80歳～ 

70歳～ 

60歳～ 

50歳～ 

40歳～ 

30歳～ 

20歳～ 

10歳～ 

0歳～ 

完成からの年数が経過するに
つれ、転出・転入等により、
人口構成の起伏は小さくなる
とともに、全体の人口も少な
くなる。 

90歳～ 

80歳～ 

70歳～ 

60歳～ 

50歳～ 

40歳～ 

30歳～ 

20歳～ 

10歳～ 

0歳～ 

 団地完成後、３０～４０歳代の子育て

世帯を中心に入居が進み、１５年程度経

過した人口ピーク時には、４０歳代の親

世代及び１０歳代の子ども世代の人口が

多くなる。 

子ども世代は、１０歳代から２０歳代

への移行時期に進学や就職により団地か

ら転出するため、大きく減少する。 

一方、親世代は引き続き居住しており

大きな減少はない。 

 

 親世代が一斉に高齢化し、高齢化率が

急速に上昇するが、まだまだ元気な高齢

者が多い。 

 

 親世代が平均寿命年齢を超えつつあ

り、人口減少がさらに進んでいる。 

また、運転免許保有率は８０歳以上にな

ると大幅に減少するため、交通弱者や買い

物弱者が増加するおそれがある。 

 

＜運転免許保有率（広島県）＞ 

   65～69歳・・・66.6％ 

   70～74歳・・・63.1% 

75～79歳・・・43.8％ 

    80歳以上 ・・・19.3％ 

90歳～ 

80歳～ 

70歳～ 

60歳～ 

50歳～ 

40歳～ 

30歳～ 

20歳～ 

10歳～ 

0歳～ 

 親世代の減少が進んでいる。 

その理由として、高齢化の進行に伴う

生活利便性の高い市街地への移転などが

考えられる。 

完成から１５年後 
（人口ピーク） 

完成から２５年後 
（活性期） 

完成から３５年後 
（成熟期【初期】） 

90歳～ 

80歳～ 

70歳～ 

60歳～ 

50歳～ 

40歳～ 

30歳～ 

20歳～ 

10歳～ 

0歳～ 

完成から５５年後 
（成熟期【後期】） 

完成から４５年後 
（成熟期【中期】） 

(%) 0     50    100 

子ども世代 

親世代の人口

ピーク 

引き続き居住
しており10
年前に比べて
大きな減少は
ない。 

進学・就職によ
り大きく減少
する。 

高齢者世代にな
りつつあるが、ま
だまだ元気な者
が多い。 

６ 

(%) 0     50    100 

運転免許保有率が大幅に減少する
80歳以上になり、交通弱者や買い
物弱者が増加するおそれがある。 

(%) 0     50    100 （％） （％） (%) 0     50    100 

３ 住宅団地の各時期における人口構成 

住宅団地の誕生から成熟までのそれぞれの時期の人口構成について、特に特徴的なこととして次のことが挙げられる。 
    

① 団地完成当初は３０～４０歳代の親世代及びその子ども世代の人口が特に多く、人口構成がかなり偏っている。 

② 子ども世代は１０歳代から２０歳代への移行時期に進学や就職により団地から転出するため大きく減少するのに対し、親世代はそのまま居住している。 

③ 団地完成から４０年後頃に、親世代が一斉に高齢化する。 

 

(%) 0     50    100 

利便性の高い市街地等
への移転などにより、
人口減少が進んでいる
ものと考えられる。 

平均寿命年齢を超え
つつあり、人口減少
が進んでいる。 



第１章 住宅団地の現状 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口の

ピーク 

団地完成後間もな
くは、子育て世帯が
中心となるため、平
均世帯人員は多い。 

平均世帯人員 

住宅団地の世帯数及び平均世帯人員の推移 

子ども世代の進
学・就職等により
平均世帯人員は減
少していく。 

平均世帯人員は継続的に
減少するものの、年数の経過
に伴い、減少幅は緩やかに
なる傾向が見られる。 

４ 住宅団地の世帯数及び平均世帯人員の推移 

住宅団地における世帯数及び平均世帯人員の推移について、特に特徴的なこととして次のことが挙げられる。 
   

① 団地完成後間もなくは、子育て世帯が中心であるため、平均世帯人員は３．５２人と多い。 

② 人口のピーク後、子ども世代が進学や就職等により転出するため人口は減少するが、親世代は残るため世帯数はすぐには減少しない。 

③ 平均世帯人員は継続的に減少するものの、子ども世代の転出が一段落を迎えることで、減少幅は緩やかになる傾向が見られる。 
      

 

７ 

成熟期 
団地の誕生 成長期 活性期 

初期 後期 中期 

※ 上記グラフの人口比率及び世帯数比率は、団地住民を対象に意識調査を行った２４団地について、各団地の「国勢調査結果の人口・世帯数のピークを    

１００とした場合のそれぞれの比率」を５年ごとに算出し、それらを平均したもの。また、平均世帯人員は２４団地の世帯人員を平均したもの。 

※ ２４団地の完成からの経過年数は様々であり、最長のものでも５０年程度であるため、その先の世帯数・世帯人員は、実績の変化率により推計している。 

世帯数が減少し始める
ところから、空き家が出始
めると考えられる。 

世
帯
数
比
率
（
ピ
ー
ク
を
１
０
０
と
し
た
場
合
の
比
率
） 

人
口
比
率
（
ピ
ー
ク
を
１
０
０
と
し
た
場
合
の
比
率
） 

ここまでの人口減
少は、世帯人員の減
少によるもの。 

団地の

誕生 

子ども世代の進学・就職等に
よる転出により人口は減少す
るが、親世代はそのまま居住す
るため、世帯数は減少しない。 

世帯数の

ピーク 

３．０８人 
２．８８人 

２．７３人 ２．６８人 ２．６２人 ２．５８人 ２．５３人 

３．５２人 
（平均世帯人員） 

 

３．４４人 

２．４４人 

３．２７人 

２．４９人 

世帯数のピークは人
口のピークよりも遅れ
て到来する。 
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9.2 

5.9 

2.5 

8.0 

45.9 

43.2 

37.6 

38.5 

36.1 

38.8 

35.1 

35.7 

32.8 

31.0 

26.9 

14.6 

47.8 

32.1 

31.5 

32.9 

20.4 

18.1 

33.3 

26.5 

46.5 

25.9 

42.4 

54.7 

67.8 

32.4 

5.6 

9.7 

9.7 

20.6 

21.9 

12.4 

20.4 

7.1 

22.6 

9.2 

5.8 

7.5 

7.7 

1.1 

3.5 

3.1 

7.5 

10.5 

5.0 

7.2 

1.7 

8.9 

2.7 

2.5 

2.2 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

町並み、景観の美しさ

公園・広場の整備状況

教育施設の利便性

日常生活の買い物の利便性

公共交通機関の利便性

幹線道路の整備状況

団地内道路の歩きやすさ

防災、防犯、治安対策

病院や診療所への通院などの利便性

子育て施設の利便性

町内会や子ども会などの活動状況

介護や福祉施設の利便性

団地の生活環境全体として

満足 まあ満足 どちらとも言えない やや不満 不満 不明

満足; 

8.0%

まあ満足; 

47.8%

どちらと

も言えな

い; 32.4%

やや不満; 

7.7%

不満; 

1.8%
不明; 

2.3%

近所付き合い 

12.6 

9.3 

12.5 

10.9 

10.7 

7.4 

8.3 

5.9 

7.5 

9.2 

5.9 

2.5 

8.0 

45.9 

43.2 

37.6 

38.5 

36.1 

38.8 

35.1 

35.7 

32.8 

31.0 

26.9 

14.6 

47.8 

32.1 

31.5 

32.9 

20.4 

18.1 

33.3 

26.5 

46.5 

25.9 

42.4 

54.7 

67.8 

32.4 

5.6 

9.7 

9.7 

20.6 

21.9 

12.4 

20.4 

7.1 

22.6 

9.2 

5.8 

7.5 

7.7 

1.1 

3.5 

3.1 

7.5 

10.5 

5.0 

7.2 

1.7 

8.9 

2.7 

2.5 

2.2 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

街並み・景観の美しさ

公園・広場の整備状況

教育施設の利便性

日常生活の買い物の利便性

公共交通機関の利便性

幹線道路の整備状況

団地内道路の歩きやすさ

防災、防犯、治安対策

病院や診療所への通院などの利便性

子育て施設の利便性

町内会や子ども会などの活動状況

介護や福祉施設の利便性

団地の生活環境全体として

満足 まあ満足 どちらとも言えない やや不満 不満 不明

生活環境の満足度 

◆ 55.8％の団地住民が生活環境全体として満足と回答してい
る。一方、不満足と回答しているのは9.5％と１割未満である。 

 
◆ 項目別の満足度は、「街並み・景観の美しさ」（58.5％）が
最も高く、「公園・広場の整備状況」（52.5％）が続いている。 

   

＜項目別満足度＞ 

＜生活環境全体の満足度＞ 

4.0 

2.8 

12.2 

49.9 

27.5 

20.4 

51.0 

24.4 

4.4 

1.2 

0.8 

1.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現状

理想

お互い自宅を行き来す

る程度
困った時は助け合える

程度
会えば、立ち話をする

程度
会えば、あいさつする

程度
付き合いはあまりない

不明

◆ 49.9％の人が「困った時は助け合える程度」の付き合いを望んでいるのに対し、現状ではそ
うした付き合いをしている人は12.2％にとどまる。理想と現状にかい離が見られる。 

定住意向 ◆ 現在の住宅に住み続けたい人（61.3％）が転居したい人
（17.5％）を大きく上回る。 

住み続けた

いので、今

後も住み続

ける

49.7%

住み続けた

いが、転居

することを

考えている

11.6%

転居したい

が、住み続

ける

11.7%

転居したい

し、転居す

る

5.8%

わからない

19.9%

不明

1.3%

55.2 

39.8 

29.4 

25.2 

23.8 

0 10 20 30 40 50 60

緑や空気など自然環

境が良い

住宅に満足している

治安が良い

街並みなどの景観や

眺め・眺望がよい

親戚や知人・友人が

近くに住んでいる

８ 

40.5 

37.6 

32.0 

24.9 

23.9 

0 10 20 30 40 50

買い物が不便

坂道の移動が負担

になってきた

通院が不便

バスの便が少ない

住宅に不満がある

＜転居したい理由＞ ＜住み続けたい理由＞ 

(%) 

地域活動への参加意思 参加したい

8.4%

できれば参

加したい

32.7%
参加したく

ない

27.9%

わからない

28.6%

不明

2.4%

36.7 

32.4 

29.5 

23.6 

22.5 

0 10 20 30 40

時間がない

興味がない

役員になりたくない

必要性を感じない

ほかにしたい余暇活

動がある

＜参加したくない理由＞ 

◆ 地域活動に参加したいが
41.1％に対し、参加したくな
いが27.9％であり、参加した
い人の方が上回っている。 

(%) 
(%) 

参加したい 

合計 41.1% 

住替え意向のあ

る人

13.6%

住替え意向のな

い人

79.1%

その他

5.0%

不明

2.4%

◆ デルタ住民の 79.1％は住宅団地への住替え意向はな
く、住替え意向のある人は13.6％にとどまる。 

住み続けたい意向の人 61.3% 転居したい意向の人17.5% 

団地外住民（デルタ住民）の住宅団地への住替え意向 

５ 住民意識と町内会・自治会の活動状況 

住宅団地の現状及び課題等を把握するため、団地住民等を対象とした意識調査及び町内会・自治会を

対象とした活動状況の調査を実施した。 

(1)  団地住民等の意識 

ア 調査時期 

平成２５年８月 

イ 調査対象 

     ２４団地（※）の住民（10,484人）及び住宅団地外の住民（2,000人） 

     ※１６９団地のうち町丁目の範囲と団地の範囲が同一の団地から抽出。対象者は無作為抽出。 

２４団地は付録２「広島市の住宅団地の一覧」参照 

ウ 回答者数 

     団地住民4,496人（回答率42.9%）、団地外住民626人（回答率31.3％） 
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18.0 

10.2 

6.4 

7.8 

4.1 

3.7 

4.1 

4.1 

2.7 

2.0 

0.7 

1.7 

41.0 

43.4 

37.3 

34.9 

25.8 

24.1 

23.4 

21.7 

20.3 

16.3 

11.9 

9.8 

32.9 

39.7 

42.7 

47.1 

55.3 

44.1 

55.3 

43.7 

43.7 

57.6 

60.3 

54.2 

6.1 

4.1 

9.5 

7.5 

11.9 

22.7 

13.6 

22.4 

27.8 

20.0 

21.7 

30.5 

2.0 

2.7 

4.1 

2.7 

3.1 

5.4 

3.7 

8.1 

5.4 

4.1 

5.4 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

役員のなり手が不足している

生活支援や見守りが必要な高齢者が

増加している

地域コミュニティが希薄化している

町内会・自治会活動の参加者が

減少している

交通問題（交通弱者の増加等）

団地内に適正に管理されていない

空き家・空き地がある

買い物問題（買い物弱者の増加等）

空き家・空き地に関する情報（空き家になった

理由や所有者等の情報）がない

住民同士が交流する場所がない

団地内に空き家・空き地が多い

団地の荒廃等による防犯力の低下

組織の運営・活動資金が不足している

18.0 

10.2 

6.4 

7.8 

4.1 

3.7 

4.1 

4.1 

2.7 

2.0 

0.7 

1.7 

41.0 

43.4 

37.3 

34.9 

25.8 

24.1 

23.4 

21.7 

20.3 

16.3 

11.9 

9.8 

32.9 

39.7 

42.7 

47.1 

55.3 

44.1 

55.3 

43.7 

43.7 

57.6 

60.3 

54.2 

6.1 

4.1 

9.5 

7.5 

11.9 

22.7 

13.6 

22.4 

27.8 

20.0 

21.7 

30.5 

2.0 

2.7 

4.1 

2.7 

3.1 

5.4 

3.7 

8.1 

5.4 

4.1 

5.4 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

役員のなり手が不足している

生活支援や見守りが必要な高齢者が

増加している

地域コミュニティが希薄化している

町内会・自治会活動の参加者が

減少している

交通問題（交通弱者の増加等）

団地内に適正に管理されていない

空き家・空き地がある

買い物問題（買い物弱者の増加等）

空き家・空き地に関する情報（空き家になった

理由や所有者等の情報）がない

住民同士が交流する場所がない

団地内に空き家・空き地が多い

団地の荒廃等による防犯力の低下

組織の運営・活動資金が不足している

深刻な問題になっている 問題になっている

現在は問題になっていないが１０年後は問題になっていると思う 現在は問題になっておらず１０年後も問題になっていないと思う

無回答

20.3 

4.1 

2.0 

6.1 

17.6 

24.4 

23.7 

18.6 

48.8 

52.5 

54.2 

58.3 

13.2 

19.0 

20.0 

16.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

空き家・空き地の所有者に適正管理を呼び掛けること

空き家・空き地の所有者や空き家となった理由などの

情報を収集・管理するための仕組みを作ること

空き家に若い世帯・子育て世帯に入居してもらうため

の取組

遠方に住んでいる空き家・空き地の所有者などから

依頼を受けて住民が空き家・空き地を管理すること

既にやっている やってみたい 今はやる必要はない 無回答

20.3 

4.1 

2.0 

6.1 

17.6 

24.4 

23.7 

18.6 

48.8 

52.5 

54.2 

58.3 

13.2 

19.0 

20.0 

16.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

空き家・空き地の所有者に適正管理を呼び掛けること

空き家・空き地の所有者や空き家となった理由などの

情報を収集・管理するための仕組みを作ること

空き家に若い世帯・子育て世帯に入居してもらうため

の取組

遠方に住んでいる空き家・空き地の所有者などから

依頼を受けて住民が空き家・空き地を管理すること

既にやっている やってみたい 今はやる必要はない 無回答

20.3 

4.1 

2.0 

6.1 

17.6 

24.4 

23.7 

18.6 

48.8 

52.5 

54.2 

58.3 

13.2 

19.0 

20.0 

16.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

空き家・空き地の所有者に適正管理を呼び掛けること

空き家・空き地の所有者や空き家となった理由などの

情報を収集・管理するための仕組みを作ること

空き家に若い世帯・子育て世帯に入居してもらうため

の取組

遠方に住んでいる空き家・空き地の所有者などから

依頼を受けて住民が空き家・空き地を管理すること

既にやっている やってみたい 今はやる必要はない 無回答

71.2 

69.2 

47.5 

34.2 

30.2 

0 20 40 60 80

住民が理解・協力

してくれること

住民が問題意識を

持つこと

取組の中心となる

人材の育成

取組に必要な情報の入手

取組を実施する際の

取組体制を明確にすること

38.0 

37.3 

32.9 

31.5 

27.8 

0 10 20 30 40

町内会・自治会への

加入促進

町内会・自治会の重要性に

ついての市民への啓発

町内会・自治会の活動の

サポート

取組の成功事例・

先進事例等の情報提供

取組・活動に対する

金銭的補助

９ 

73.2 

54.6 

41.7 

26.1 

22.7 

4.4 

10.8 

20.7 

26.1 

32.2 

34.9 

15.9 

8.8 

15.3 

19.3 

31.2 

22.0 

66.8 

7.1 

9.5 

12.9 

10.5 

20.3 

12.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住民同士の交流を活発にすることを目的とした

地域活動の実施や行事の開催

「集会所や公民館等」を活用した住民同士が交流

するための場づくり

高齢者の見守り（安否確認）を行うこと

高齢者の日常生活における困りごとの支援

問題や取組の内容について共通認識を持つため、

住民同士で話し合ってプラン（計画）を作ること

「一般住宅の空き家」を活用した住民同士が交流

するための場づくり

既にやっている やってみたい 今はやる必要はない 無回答

(%) (%) 

＜住宅団地の課題解決のために重要なこと＞ 
＜取組に必要な外部（行政・事業者・ＮＰＯ

法人等）のサポート＞ 

◆ 町内会・自治会の「役員のなり手不足」（59.0％）が最も多く、「生活支援や見守りが必要な高齢者の
増加」（53.6％）、「地域コミュニティの希薄化」（43.7％）、「町内会・自治会活動の参加者の減少」
（42.7％）と続いている。 

◆ 上記の４項目は、「現在は問題になっていないが10年後には問題になると思う」の回答を含めると、
概ね９割の人が問題意識を持っている。 

住宅団地が抱える問題 

＜空き家・空き地に関すること＞ 

(2)  町内会・自治会の活動状況 

ア 調査時期 

平成２６年７月 

イ 調査対象 

     ３７3町内会・自治会 

※活動範囲が１６９団地内又は団地の一部にかかっている町内会・自治会の代表者に調査票を郵送 

ウ 回答数 

     ２９５町内会・自治会（回答率78.9%） 

 

課題解決のための取組状況 

◆ 「地域コミュニティに関すること」について、「地域活動の実施や行事の開催」（73.2％）や「集会所
等での住民交流」（54.6％）、「高齢者の見守り」（41.7％）は、比較的多くの町内会・自治会が取り組
んでいる。 

◆ 「空き家・空き地に関すること」について、約８割の町内会・自治会が１０年後には問題になってい
ると回答している中で、「空き家に若い世帯・子育て世帯に入居してもらうための取組」を「やってみた
い」の回答は、２割を超えるにもかかわらず、実際にやっているのは2.0％にとどまる。 

＜地域コミュニティに関すること＞ 

■深刻な問題に 

 なっている 
■問題に 

 なっている 

■現在は問題になっていないが 

 10年後は問題になっていると思う 

■現在は問題になっておらず 

 10年後も問題になっていないと思う 

■無回答 
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６ 住宅団地の現状のまとめ 

 

 

 

住宅団地における負のスパイラル 

  

住宅団地においては、人口・世帯数の減少が、バス・商業施設等の利用者の減少、バスの減便・

商業施設等の縮小、団地の生活利便性の低下へとつながり、さらなる人口・世帯数の減少を招くと

いうように、「負のスパイラル」に陥るおそれがあると考えられる。 

 また、空き家の発生による団地の荒廃などが団地の魅力の低下につながり、住宅団地への新たな

入居が見込めない状況に陥るおそれがある。 

 このため、早い段階でこの「負のスパイラル」を断ち切ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口・世帯数
の減少

バス・商業施
設等の利用者

の減少

バスの減便、
商業施設等の

縮小

団地の生活利
便性の低下

住民の団地外
への転出

住宅団地における 

負のスパイラル 

空き家の 

発生 

団地の魅力

の低下 

景観の悪化、防
犯力の低下、団
地の荒廃 

団地外からの新たな入居が見込めなくなる。 

この負のスパイラルが続くと、住み続けたい人がいるにもかかわらず団地とし

ての存続が難しい状況に陥るおそれがある。 

人口、高齢化 

○ 人口減少、高齢化が進行しており、このまま放置すれば、いずれは団地としての存続が難し

くなるおそれがある。 

  → ６割以上の団地で市の平均高齢化率を超えている。開発年の古い団地ほど顕著 

→ 子育て世帯を中心とした入居が一斉に進んだため、人口構成に偏りが見られる。 

 

○ 高齢者が地域内で孤立するおそれがある。  

   → 高齢者のうち８割以上が単身や夫婦のみの世帯 

 

地域コミュニティ 

○ 地域コミュニティの希薄化が進んでいる。 

  → 地域活動に参加したい意向を持っている人は約４割にとどまる。 

→ ５割以上の人が地域活動に参加していない。 

→ 「困ったときに助け合える程度」の近所付き合いをしているのは約１割 

 

○ 地域コミュニティ再生のポテンシャルは高い。 

  → 町内会・自治会加入率が高く、１００％のところも見られる。 

→ 約５割の人が「困ったときに助け合える程度」の近所付き合いを望んでいる。 

→ ８割以上の人が高齢者への声掛けが必要と感じている。 

 

生活、住まい 

○ 「住む」機能に特化しており、子育てしやすい良好な住環境を有している。 

→ 多くの団地が第一種低層住宅専用地域に指定されている。 

→ 地区計画や建築協定を策定している団地も見られる。 

→ 道路・公園等が計画的に整備され、団地内に学校が設置されているところもある。 

 

○ 定住意向を持つ人が多く、住み続けられる地域づくりが求められている。 

  → 定住意向を持つ人は約６割、転居したいと考えている人は約２割 

  → 約半数の人が現在の住まいを子どもなどに相続して活用したいと考えている。 

 

○ 空き家・空き地の増加による景観の悪化や防犯性の低下が懸念される。  

  → どの団地でも空き家・空き地が発生している。 

 

○ 高齢化に伴う運転免許の返納により移動や買い物、通院等が困難になる住民が増加する。 

  → 多くの団地が高台に位置し、団地内道路や団地に通じる道路に坂が多い。 

  → 車やバイクが移動手段の中心 

  → 中小規模団地には団地内にスーパーや病院などの生活サービス機能が揃っていない。 

 

○ このままではデルタ住民の団地への住替えは難しい。 

   → デルタ住民の約８割の人は、団地への住替え意向を持っていない。 

１０ 
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２ 住宅団地の目指す方向 

 

 

◆ 住宅団地では人口減少や高齢化の一斉

の進行により様々な問題が現れているも

のの、居住地として良好な環境を有してい

るため、生活環境にほぼ満足している住民

が多い。 

 

◆ また、終の棲家として、現在の住宅への

定住意向を持つ住民も多いことから、「住み

続けられるまちづくり」が求められている。 
 

１ 住宅団地の位置付け 

 

【住宅団地の位置付け】 

  「デルタ周辺部」は、広島市が、持続的に発展等していくための市民の居住の場として重

要な機能を担う区域であり、当該区域において居住機能の中核となる住宅団地の果たすべ

き役割は極めて重要である。 

中山間地・島しょ部 

デルタ市街地 

【住宅団地の目指す方向】 

  計画的に造成された良好な住環境を生かし、３０年後においても住み続けられるまちづく

り、多様な世代が集うコミュニティの再生を目指すとともに、将来の本市の人口を維持する

ための受け皿としての役割を担っていく。 

■ 広島市は従来、三角州（デルタ）の街と呼ばれ、その中で様々な機能が完結していた。 

■ その後、高度経済成長期において産業と人口が都市へ集中し、その受け皿として市街地の拡大が進んだ。

旧市街地の周辺にスプロール開発が進むと同時に、住宅需要の高まりに伴って郊外の丘陵部を中心に多く

の住宅団地が開発された。 

 また、周辺町村との合併を進めながら都市圏を拡大してきたことで、平地、丘陵部、山間部、島しょ部

など、様々な地勢を有する都市となった。 

■ 現在の広島市は、高次な都市機能が集積して活発な経済活動が展開されるデルタ市街地、居住の場とし

て市民の生活を支えるデルタ周辺部、市民が日常的に触れ合える豊かな自然が広がる中山間地・島しょ部

の三つのエリアを有し、エリアごとに機能を分担し合いながら発展してきた。 

■ 今後の広島市の持続的な発展等においては、エリアごとの機能や特色を再確認しつつ、それらに磨きを

かけるとともに、エリア間の交流・連携を深めていくことが重要である。 

■ 国立社会保障・人口問題研究所の推計では、２０４０年の広島市の人口は約１０９万人となり、２０１０年に比

べて６．９％減少（約８万人減少）する見込みである。 

■ 国立社会保障・人口問題研究所の推計では、高齢化率は２０１０年の２０．０％に対し、２０４０年は３４．８％と

約１５ポイント上昇する見込みである。 

広島市の都市構造 

住宅団地の人口・高齢化率の推移 

１１ 

広島市の人口動向 

高次な都市機能が集積し、活発
な経済活動が展開されるエリア 

団地居住者約３０万人 

約25% 

広島市人口約118万人 
（平成24年 9月末現在） 

※  広島広域都市圏協議会の構成市町：広島市と通勤・通学、買物、医療など日常生活面での関わりや経済的なつなが

りが強い、広島市を中心とする西は山口県の柳井エリアから東は三原エリアまでの１７市町（広島市、呉市、竹原市、

三原市、大竹市、東広島市、廿日市市、安芸高田市、江田島市、府中町、海田町、熊野町、坂町、安芸太田町、北広島

町、岩国市、柳井市） 

 

2040 年までの概ね 30 年間で見た場合、

市全体の人口はあまり減少しないものの、住宅

団地においては高齢化率が高く既に人口が減

少傾向にあるところもあるため、今後、急速な

高齢化の進行及び団地人口の大幅な減少に

より、居住機能としての役割を果たせなくな

るおそれがある。 

 

対策を講じない場合の 
住宅団地の将来 

 

◆ 住宅団地は、居住の場として

市民の生活を支えるエリアであ

る「デルタ周辺部」を中心に分

布している。 

 

◆ 住宅団地には、広島市の人口

の約２５％が居住しており、市

民の居住の場として重要な役割

を担っている。 

 

◆ 住宅団地は、計画的なインフ

ラ整備等により良好な住環境を

有している。 

 
 
 
・広島広域都市圏協議会の構成市町（※）が連携し、
圏域一丸となって人口減少社会に立ち向かう。 

 
・圏域内の全ての市町が輝くことができる「圏域づ
くり」を行い、圏域内の住民がずっと住み続けた
いと思う「広島広域都市圏」を形成 

 

 

◆ 広島広域都市圏協議会の構成市町と共に、

人口減少の予測を覆し、200万人超の圏域

人口の維持を目指す。 

200 万人広島都市圏構想 

市民が日常的に触れ合える
豊かな自然が広がるエリア 

デルタ周辺部 

居住の場として市民の
生活を支えるエリア 
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＜【参考】住宅団地の人口・世帯数の将来イメージ＞ 

団地完成から約３０年後頃には、 

① 世帯数はピークになるものの、人口は人口ピーク時（団地完成から約１５年後）の約８割まで減少する。 

⇒ 子ども世代の進学・就職による転出など世帯人員の減少に伴う人口減は避けられない。 

② 子ども世代の転出が一段落し、平均世帯人員の減少幅が緩やかになる。 

住み続けられるまちづくり、多様な世代が集うコミュニティの再生を目指すにはある程度の人口が必要と

考えられるが、団地完成から約３０年後頃（世帯数ピーク時）と同程度の世帯数を維持することができれ

ば、人口は人口ピーク時の８割程度は維持できるものと考えられる。 

人
口
比
率
（
ピ
ー
ク
を
１
０
０
と
し
た
場
合
の
比
率
） 

世
帯
数
比
率
（
ピ
ー
ク
を
１
０
０
と
し
た
場
合
の
比
率
） 

団地の 
誕生 

人口の 
ピーク 

世帯数の 
ピーク 

団地の誕生 成長期 活性期 
成熟期 

初期 後期 中期 

３．５２人 
（平均世帯人員） 

 

３．４４人 
３．２７人 

３．０８人 

 
２．８８人 

２．７３人 
２．５３人 ２．４９人 ２．４４人 

２．６８人 ２．６２人 ２．５８人 

世帯数ピーク時と同程

度の世帯数を維持するこ
とができれば、人口ピーク
時の８割程度の人口を見

込むことができる。 

住宅団地は戸建て住宅が中心であり、ファ

ミリー層が比較的多いことから、平均世帯人
員の推計は、６０年後においても２．５人程
度に落ち着いているものと考えられる。 

ピーク時と同程度の世帯数
にするためには、団地の魅力を

高めて空き家への新たな入居
を促進することなどが必要 

平均世帯人員 

【住宅団地の人口・世帯数の将来イメージ】 

以降 

・ ・ ・   

＜参考：広島県の平均世帯人員の推計＞ 
2010年(H22)：２．３６人 
2025年(H37)：２．２１人 
2035年(H47)：２．１９人 
※国立社会保障・人口問題研究所による推計 

平均世帯人員：２．６６人 
※世帯人員の割合、平均世帯人員ともに意識調査
を行った２４団地の平均。２４団地の完成から
の経過年数の平均は約３３年 

現時点（H22 国勢調査結果）の団地の世帯人員の割合と平均世帯人員 

１２ 






























































